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４．目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項 

 
４－１．目標１ 公共交通不便地域における持続可能な公共交通サービスの提供 

公共交通不便地域における持続可能な公共交通サービスの提供については、公共交通不

便地域において行うことが理想的であると考えられるが、費用が膨大になるものと想定さ

れるため、同時期に実施することは困難である。一方、公共交通不便地域の中で、人口が

集積しており、不便意識が高い地区においては、公共交通に対する改善要望も高いことが

明らかになっている。このため、重点地区を選定し、適切な公共交通サービスの具体的な

あり方を検討することにより、持続可能な公共交通サービスを提供するための基準や仕組

みづくりを行うこととする。 

 

（１）重点地区の抽出方法 

公共交通不便地域の中から、人口集積の高い地区（人口密度 40 人/ha）かつ不便意識が高

い地区（3.5 ポイント以上）を基準として重点地区を抽出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共交通不便地域 

人口の集積 

１メッシュあたり 1,000 人※１以上の地区 

住民の不便意識 

住民の不便意識が高い地区※2 

※２ 住民アンケートより得られた不便意識を、

「非常に便利」1 ポイント～「非常に不便」

5 ポイントとする。次にメッシュごとに加

点し、平均ポイントを出す。「普通」3 ポイ

ントと「不便」4 ポイントの中間値である

3.5 ポイントを基準とし、3.5 ポイント以

上を不便意識の高い地区とする。 

※１ 人口集中地区(DID地区)における、40人/ha

＝1,000 人/25ha(500m メッシュ) 

重点地区の抽出 
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重点地区一覧 
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（２）重点地区の特性整理 

地区ごとに、住民の交通行動や交通条件、不便に対する意識、バスに対する不満、バス路

線の新設や新たな公共交通サービスに対する要望などから、地区の特性を整理する。 
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 不便意識に対する平均ポイント：住民アンケートより得られた不便意識を、「非常に便利」1 ポイント～「非常に不便」5 ポイントと

して、メッシュごとに加点し、平均したポイント 
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不便意識に対する平均ポイント：住民アンケートより得られた不便意識を、「非常に便利」1 ポイント～「非常に不便」5 ポイントと

して、メッシュごとに加点し、平均したポイント 
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（３）重点地区の施策検討 

① 施策の考え方 

各重点地区の施策の考え方を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存バス路線の運行状況、道路の渋滞箇所、地区内の道路幅員などをふま

え、バス路線の運行区間や経由地の変更、運行本数の増便など、既存バス

路線の再構築について検討を行う。 

 

 

 

 

路線バスの進入が困難となっている地区については、小型車両による新た

な公共交通サービスについて検討を行う。 

重点地区の特性 ・既存バス路線の運行状況 

・道路の幅員状況 

・道路の渋滞状況 

・住民の要望（サービスの要望度合い、希望目的地） 

施策の検討 

ａ）既存バス路線の再構築 

ｂ）小型車両による新たな公共交通サービス 

（ａの施策により解消が困難な場合） 
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② 各地区の施策検討 

施策の考え方をうけ、各地区ごとの施策を検討する。 

ａ）既存バス路線の再構築 

既存のバス路線に対しては、定時性の向上や運行本数の増便に対する要望が多い。定

時性の低下については、道路渋滞による影響が大きく、道路改良や交通量の抑制が必要

である。また、運行本数の増便に関しては、車両や要員の増加に伴うバス事業者の負担

が生じることから、採算性の悪化につながることが想定される。こうしたことから、こ

こでは、短中期的な施策として以下の方策を対象とする。 

・運行区間の短縮、経路変更 

路線の一部区間の短縮や経路変更により、道路渋滞箇所を回避する方策を検討する。 

・運行本数の増便 

運行本数の増便は、路線長の短縮や運行区間の一部延長などにより対応するものと

し、事業者の負担が大きく増加しない方策を検討する。 

・鉄道とバスとの連携 

整備水準の高い鉄道ストックを活かすとともに、バスの効率的な運行を図るため、

船橋駅方面に一極集中するバス路線網の見直しや長大路線の短縮など、バス路線の再

編成による鉄道とバスとの連携強化を図る方策を検討する。 

 

ｂ）新たな公共交通サービスの導入検討 

道路幅員が狭隘でバスの進入が困難である等の理由により、既存バス路線の再構築が

出来ない箇所については、小型車両による公共交通サービスについて検討を行う。提供

するサービス内容や希望目的地の状況などの住民の要望をふまえ、医療センター等の病

院を目的地とする路線運行や定時定路線型の運行、デマンド型の需要発生時だけの運行

など、新たな公共交通サービスの導入可能性を検討する。 
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（４）新たな公共交通サービスの導入検討 

重点地区のうち、道路幅員が狭隘でバスの進入が困難である等の理由により、既存バスの再構

築ができない箇所については、新たな公共交通サービスの導入を検討する。 

 

① 車両の想定 

路線バスの進入が困難である箇所については、ワゴンタイプまたは普通乗用車を想定する。 

 
    表―タイプ別車両緒元 

 ⅰ路線バス ⅱ路線バス（小型） ⅲワゴンタイプ ⅳ普通乗用車 

 

 

図 

    

車両 

サイズ 

全長 8,990mm 6,990mm 5,380mm 4,590mm 

全幅 2,300mm 2,080mm 1,880mm 1,695mm 

全高 2,980mm 2,820mm 2,285mm 1,525mm 

車両定員 

58人 

(座席27人+立席

30人+乗務員1人) 

乗車定員は23～28人 

（＋乗務員1人） 

最大14名 

（＋乗務員1人） 

最大4名 

（＋乗務員1人） 

車両制限

令に基づ

く必要な

道路幅員

（m） 

一方通行

または、

交通量の

極めて少

ない道路 

3.3 3.1 2.9 2.7 

両側 

通行 
5.1 4.7 4.3 3.9 
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② 運行形態の検討 

導入を想定する新たな公共交通システムの運行形態としては、定時定路線型あるいは、デマ

ンド型の 2種類が想定できる。導入する運行形態については、今後、各地区の特性や見込まれ

る需要、採算性などを把握した上で決定する。 

以下に上記の 2種類の公共交通システムの一般的な長所・短所及びイメージを示す。 

 

  定時定路線型 デマンド型 

長
所 

・一定の需要規模に対し、合理的な輸送がで

きる 

・決まった路線を通るため、安心感がある 

 

 

・予約をする必要が無い 

 

・小規模などの需要にも柔軟に対応できる 

 

・戸口から戸口でのサービスのため、高齢者

など交通弱者にとって利用しやすいシステ

ムである 

・決まった場所での乗降ではないため、提供

するサービスに差が生じない 

短
所 

・停留所に近い地域と遠い地域でサービスに

差が生じる 

・需要が少ない場合でも運行するため、運行

経費に無駄が多い 

 

・同乗者と行き先が異なる場合、目的地への

到着時刻が遅くなる 

・利用するには事前登録、その都度予約が必

要で利用者にとって、抵抗感がある 

・配車システムの導入に費用がかかる 

●デマンド型のイメージ 

 

 ○○時に、ご自宅

まで迎えに行きま

すので、お待ち下

さい。 

○月○日の○時に

自宅～Ａ病院まで

予約をお願いしま

す。 

Ａ病院 

●定時定路線の乗合型イメージ 
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③ 需要量の想定 

公共交通サービスを導入した場合の需要量（潜在的需要）を想定する。需要量の想定は、人

口及びアンケート調査による新たな公共交通サービスの利用意向をもとに行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
④ 採算性の検討 

新たな公共交通システムを導入した場合の採算性について検討を行う。ここでは、予測した

利用者数と設定した運賃から収入を算定し、必要な車両台数をもとに車両の借り上げを条件に

して支出を算定し、概略的な採算性を試算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

導入ルート・エリアの設定 

メッシュ人口＊１ 

＊１平成 17 年国勢調査 

鉄道利用割合の設定＊２

新たな公共交通の利用意向＊２ 

（要望割合×利用意向） 

＊２アンケート調査による 

需要量（潜在需要） 

沿線人口 

目的別外出率の設定＊２ 
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（５）公共交通不便地域の解消へ向けた持続可能な公共交通サービスの基準、仕組みの作成 

重点地区での実証結果を受けて、持続可能な公共交通サービスの基準づくりや地域住民、交

通事業者、行政の 3 者による協働体制の構築といった仕組みづくりについて、検討を進めてい

くものとする。 
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４－２．目標２ バス等公共交通機関利用者数の増加 

（１）公共交通の利用促進に対する取り組み 

公共交通の利用促進を図るため、以下の方策を検討する。 

① バス利用ガイドの作成 

今までバスを利用したことがない人でも、バスが利用できるように、分かりやすく・見やす

い利用ガイドブックの作成について検討する。 

例として、利用ガイドブックに掲載する項目を以下に示す。 

    ・主要施設（病院、公共施設、商業施設など）とその最寄バス停留所の位置、バスの運行時

刻に影響が出る箇所などが掲載されているバス路線図 

・最寄バス停留所から主要施設までの所要時間 

    ・主要ターミナル駅のバス乗降場位置 

・バス停留所間の所要時間、運賃体系表 

・バスの時刻表（鉄道駅に接続するバス路線については、鉄道の時刻表の掲載も考える。） 

・バスの乗り方、割引制度の紹介  

など 

 

② 情報提供システム（バスロケーションシステム）の導入 

パソコン及び携帯電話などを用いて、バスの位置情報、バス停留所到着時刻などの情報を利

用者に提供することで時間の有効活用を可能とする、バスロケーションシステムの導入につ

いて、検討する。 

例として、バスロケーションシステムで提供する情報項目を以下に示す。 

・バスが到着するまでの待ち時間 

・各停留所間の所要時間の予測 

・乗車バス停留所から降車バス停留所間の所要時間の予測 

・乗車バス停留所から降車バス停留所間の運賃 

など 
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③ モビリティマネジメントの実施 

自動車から公共交通利用あるいは現在公共交通を利用していない人が公共交通を利用する

よう促すためのモビリティマネジメント※1の実践に向けた検討を行う。 

モビリティマネジメントの一例として、ワンショットＴＦＰ※2の手順を以下に示す。 

 

※1：モビリティマネジメントとは、一人一人が社会にとって望ましい行動（例えば、過度に自動車に依存せず、 

公共交通を利用するなど）を自発的に取るようなコミュニケーション施策のことである。 

   ※2：ワンショットＴＦＰ（ワンショットトラベルフィードバックプログラム）とは、公共交通などの情報提供

と組み合わせて、「コミュニケーションアンケート」を実施するシンプルな施策である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策を実施することが有効と考えられる地域を対象とする。 

公共交通利用啓発後、アンケートを実施し、行動の変容（公共交通を利

用するようになったか）の有無を確認  
STEP2 

STEP1 

利用促進施策に関する情報の提供 

（バス利用ガイド、情報提供システム

の導入など） 
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４‐３．事業計画及び実施主体 

これまで、公共交通不便地域のうち、重点地区として９地区を選定し、地区ごとに施策の検

討を行った。ここでは、この施策の実現に向けた事業計画の概要と実施主体を示す。 

 

① バス路線の再構築 

    【概要】 

公共交通不便地域の解消を目的に、経由地の変更や運行本数の増便を実施していくもの

である。この事業を実施するには、今後、事業者と調整を進めながら検討を行う必要があ

る。 

    【実施主体】 

      船橋市地域公共交通活性化協議会 

      バス事業者 

 

② 新たな公共交通サービスの実証運行の実施 

【概要】 

公共交通不便地域の解消を目的とした、新たな公共交通サービスの導入検討において 

は、実証運行を実施したうえ、実現化に向けた検討を進める。 

・実証運行の実施 3～4 地区 

・実証運行期間 平成 22 年度から 3 年間 

    【実施主体】 

      船橋市地域公共交通活性化協議会 

      交通事業者 

 

③ 基準・仕組みづくり 

    【概要】 

持続可能な公共交通サービスの基準づくりや地域住民、交通事業者、行政の 3者による

協働体制の構築といった仕組みづくりを行う。 

    【実施主体】 

      船橋市地域公共交通活性化協議会 

 

④ 公共交通の利用促進 

【概要】 

バス等公共交通機関利用者数の増加を目的に、以下の利用促進策を行う。  

・バス利用ガイドの作成 

・情報提供システムの導入 

・モビリティ・マネジメントの実施 

    【実施主体】 

      船橋市地域公共交通活性化協議会 

      交通事業者 

 


